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Abstract 
Multicultural education has many different meanings. The field includes a body of work by scholars, 

researchers, and professionals from a wide variety of backgrounds and experiences. Therefore, educators 

will have their points of view when they are discussing cultural pluralism. The conceptions of 

multicultural education and the value beliefs within them delineate the scope, focus, and boundaries of 

the field of multicultural education. Therefore, when planning for multicultural education both in the 

classroom and for the school as a whole, it is essential to have different concepts and opinions about 

multicultural education to be expressed in the school decision-making process rather than to insist on 

one constant and rigid definition. This paper will explain why it is necessary to encourage and support 

multicultural education in public schools, and how multicultural education may help with the decrease 

in discrimination and racism among the students with different cultural backgrounds. 
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はじめに 

 

国際化の進展の中で、各国の教育を考える際に

「多文化教育」は一つの鍵概念であろう。各国の教

育はその国の歴 史・社会・文化等の諸条件を背景

に、それぞれ独自の展開を見せており、複雑な状況

下で教育改革が進められている。とりわけアメリカ

合衆国における多文化主義は、1950 年代以降の公

民権運動や、マイノリティ運動の中で台頭した「文

化的多元主義」に由来しており、歴史的に多文化主

義についての研究が蓄積されている。一方で、現在

のアメリカ合衆国の教育現場を概観すると、教育に

おける多文化共生に向けて課題がある。移民の子ど

もたちが学齢期の児童生徒の２割強を占める教育

現場において、さまざまな実践上の課題を抱えてい

る。これらの実態も鑑みながら、多文化教育の現状

と課題を明らかにしていきたい。 

 

１．グローバル化と民族の多様化 

 

現在どのメディアでもグローバル化（globaliza- 

tion）が叫ばれない日は無い。地球規模での人やモ

ノの移動が日常であるこのグローバル時代におい

ては、どの国家も多かれ少なかれ複数の民族集団か

らなる「多民族国家」であると言える。その背景に

見られるのは情報・資本・技術そして人間が国境を

越えて（transnational）往来している状況であり、
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特にここ数年それが顕著になってきている｡i 世界

の中心、目標あるいは目的になるという意思をもと

に建国されたアメリカ合衆国も、ここ 50 年で文化

やアイデンティティにおける劇的な変化を遂げた。

予期されていたことではあったが、アメリカの人口

構成は急激に人種的・文化的な混合が進み、より複

雑なものになったのである。 

 

 （1）現在のアメリカの人口構成 

 

アメリカの人口は現在 2億 9900 万人以上といわ

れている（U.S. Bureau of the Census, 2006）。ii そ

のうちの 80.1％は白人系、12.8％は黒人系、14.8％

はヒスパニック系、4.4％アジアおよび太平洋諸島

系、1.0％はネイティブアメリカンそしてアラスカ

原住民である。この 2006 年に行われた国政人口調

査結果では、2000 年の調査結果と比較して、人種

的マイノリティ集団の増加が見られた。2000 年で

は人口の 3 分の 1 がマイノリティ集団で構成され

ており、その中でも黒人系が最も大きな集団であっ

た。しかし 2020年までにこれら黒人系・ヒスパニッ

ク系・アジア系・太平洋諸島系・ネイティブアメリ

カン系・エスキモー系・アレウト系の「少数派」が

人口の 40％を占め、そして 2050 年までには全体の

半分を占めるだろうと報告されている。こうしてア

メリカで人種的少数派が増加する一方で、大多数で

ある白人系は減少していくことになる。同様に学校、

特に公立学校の生徒の人種構成比の多様化も進ん

でいる。1972 年に、アメリカの K−12 区での公立

学校の人種の割合は、77.8％が白人系、14.8％が黒

人系、6％がラテン系であった。1989 年まで、アジ

ア人の比率は「白人系」にも「その他」の枠にも含

まれなかった｡iii 2005 年現在では、57.6％が白人系、

19.7％がヒスパニック系、15.6％が黒人系、4.1％

がアジア系、そして 7％がネイティブアメリカン系

であった。iv 現在、学校の人口構成比の多様化は顕

著になり、国家全体の構成比よりもいっそう複雑に

入り組んでいることだろう。 

 

 （2）教育における民族的表現の扱い 

 

教科書の表記における「エスニック（ethnic）」

や「マイノリティ（minority）」などの用語につい

ては特に慎重な扱いが求められており、教科書の表

記に関して個人や団体が改善を求めてきた経緯が

ある。マイノリティの文化やその歴史的経験につい

て配慮するようになったのは、1950〜60 年代の公

民権運動以降であった｡v そして、学校内で移民や

難民の生徒数が増加し、民族や人種の集団間の緊張

と敵意が高まっている現在、反偏見教育は特に緊急

の課題となっている。多文化主義者は倫理、価値観、

そして社会問題を強調する多くの視点から見た歴

史に関する知識を提供することを求めている。アメ

リカにおける各民族の人口増加によって、生徒たち

に対して、すべての民族集団による貢献や彼らの経

験を正当に評価する仕方を学び、人種的偏見を認識

することへの要請が従来以上に高まってきている。

生徒は人種差別問題を詳しく調査し、それをなくす

ための解決策を追求することを求められている。多

文化教育は、教育の全分野において、すべての子供

と教師に関係しているのである。アメリカの学校に

おける文化的多様性と具体化されつつあるカリ

キュラム改革の現状は、継続的な多文化教育が重要

な教育的アプローチとして求められていることを

示唆しているのである。 

 

 （3）多文化教育とその歴史について 

     「多文化教育」という教育方法 

 
数多くの定義を更新した教育改革について言及

する際、多文化教育は、アメリカで最も頻繁に使わ

れた、また今なお使われている用語である｡vi 多文

化教育という概念は、1960 年代のアメリカの公民

権運動を機に生まれた文化多元主義が発展したも

のである。公民権運動は、少数民族出身の生徒のた

めに、より公平な教育と評価基準を公立の学区に義

務付ける連邦指令へと結実した。おそらくこの連邦

指令が当時の社会に対して非常に大きな影響を与

えたために、学界の民族・文化研究における権威は、

アメリカのように多様化した社会の中での生き方

を生徒が学ぶ必要があることを認識したのだろう。

政府が義務付けた公平な教育というのは、単純に白

人に対する教育を生徒全員に行うのではなく、社会

における全ての市民による貢献を認め、尊重し、探
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求している内容でなければならなかった。これは

「事実上多民族によって構成されている現代の国民

国家において、多種多様な文化的、民族的背景をも

つ青少年、とくに先住民、移住民、外国人労働者、

定住外国人、その他の少数民族集団など、社会的に

不遇な立場にある少数文化者集団（エスニック・グ

ループ）の子供に対して平等な教育機会を制度的に

保障するために、彼らの民族性（エスニシティ）や

文化的特質を尊重する教育理論および教育実践活

動と定義できる｡｣vii ここでいう「民族性」とは、身

体的特徴や出自、言語、宗教、生活様式（服装、髪

型、食事、家族構成など）といった客観的な特徴で

ある。  

  

２．アメリカにおける多文化主義と多文化教育 

 （1）アメリカにおける多文化教育運動 

（1970年代－1980年代） 

 

1970 年代の中頃、多くの集団、特にアフリカ系

アメリカ人は、アメリカ社会の主流に完全に参加す

ることがまだできていないと感じていた。これらの

集団のリーダーは、変化と、自分たちと自分たちの

子供の生活に影響を与える学校を含む全ての機関

のさらなるコントロールを要求した。また彼らは、

白人学校への同化を拒んで、そのような同化を望み

もしないし達成不可能でもあると非難した。 

このような非難に直面して、多くの研究者がアフ

リカ系アメリカ人、ラテン系アメリカ人、アジア系

アメリカ人、先住アメリカ人に焦点を当てた文化的

多元主義という用語を使い始めた。ウィリアム・コ

ノリーは多元主義を「それ（多元主義）は、システ

ムを経済、宗教、民族、地理が重なる集団間の勢力

の均衡と表現している。各“集団”は社会的に拘束

力を持つ決定事項を決めるうえで、なんらかの発言

権を持っている｣viii と定義している。1971 年にア

メリカ政府は文化的多元主義の立場から、アメリカ

社会のすべての文化的、人種的、民族的集団が、主

流文化の範囲内に今後も存在しながら、互いに共存

する権利を持ち、独自のアイデンティティとライフ

スタイルを維持する自由を持つことを強く主張し

た。ix そして、多元主義という新しい概念の推進が

多文化教育という形をとることになる。それが目的

としていたのは、民族的人種的差異に対してすべて

の個人が敏感になり、文化的伝統と経験に対して認

識を高めるようになることだった。そして多文化教

育は、全ての民族集団の価値観と経験がアメリカの

主流派のそれと対等に存在することを求めていた。 

 

 （2）多元主義から多文化教育へ 

 

多文化教育は、1977 年に制定された教師教育の認

定評議会（National Council for the Accreditation 

of Teacher Education -NCATE）の基準に初めて盛

り込まれた。ここで多文化教育は、「文化的に多様

で複雑な人間同士が遭遇するうえで経験すること

になる社会的、政治的、経済的な現実に対して個人

を準備させる過程である。この過程を通して、個人

は…すべての人間の状況、個人の文化的融合、そし

て社会の多様性により敏感になる」x と定義されて

いる。 

この用語を使用し、その意味合いを拡大させてき

た多くの研究者は、M.L.バプティストと H.P.バプ

ティスト（Baptiste, M.L., & Baptiste, H.P.)xi に

よる多文化教育の定義を、多元的社会の正当性の認

識を教育システムの中に移行させるものとして支

持している。バプティストとバプティストによる定

義は、多文化教育のもたらす望ましい効果が生徒だ

けではなくシステムに関わる全員に対して作用し

影響を与えることを認めており、NCATE の基準の

定義を拡大させている。そしてその線に沿って、ラ

ムジー、ウィリアムズ、そしてヴォールドによるこ

の定義は、多文化教育は教育上の平等、社会と世界

の多様性の認識と尊重、そしてすべての人にとって

より公平で平等な社会を作るためのやる気を育む

プロセスを重視したシステムのシステムであると

している。xii 先の定義に加わるもうひとつの要素と

なる、多文化教育が理想的にもたらす斬新的な最終

目標を要約している。彼らはアメリカの国境内に存

在する多様な社会に関連させて多文化教育を定義

しているだけではなく、さらなる世界的な認識と理

解にまでその領域を拡大している。 

残念ながら、1970 年代と 1980 年代に発表され

た多文化教育のプログラムとガイドの多くは、食事

や服装などの表層的な文化的相違を称賛すること
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と集団間のつながりを促進することに焦点を当て

ていて、人々の生活を規定する力と経済の不公平に

ついては誤魔化すか完全に無視していた。ある批評

家は、このような一般的な多文化の実践について、

多文化教育に対する“旅行者的アプローチ”xiiiであ

り非常に不適切な指導方法であると表現していた｡xiv  

 

 （3）アメリカにおける多文化教育運動 

（1990年代ー2000年代） 

 

1990 年代にはアメリカの人口統計が変わり、ア

メリカの学校に入学する生徒の三分の一が初めて

“民族的人種的少数派”xv と定義される集団の出身

者になった。多文化教育は学校で根付いてきたが、

思想や方針が著しく変わったためというよりは、む

しろ学校の生徒や教師が文化的によりいっそう多

様になったからである｡xvi 学校の成員の人種構成

がより多様になったので、教師や管理者は従来どお

りの学校運営ではもう対応できないことに気付い

たのだ。このようにして、1970 年代と 1980 年代

には多文化教育に関心がなかったかもしれない多

くの関係者が、コミュニティにおける変化に自分た

ちの指導を合わせるのに役立てようと、多文化の

ワークショップやコースに参加し援助を求めるよ

うになった｡xvii  

その後、多文化教育は進化し、さらなる社会的不

公平を視野に入れるようにもなってきた。1990 年

に導入された個別障害者教育法は、障害のある子供

を通常のクラスに入れるよう義務付け、障害を持つ

生徒の権利を守るという目的で策定された。教師が

障害のある生徒をクラスに入れるという難題に取

り組んだので、ゲイ、レズビアン、バイセクシュア

ル、性転換者の活動家もまた、社会に蔓延し暴力的

に表現されやすい同性愛嫌悪に注意を向けること

を要求した。この要求は多文化教育の中に性的指向

をテーマとして紹介することにつながった。これら

のさらなる懸念事項は、1990 年代に、多くの多文

化教育のカリキュラムに織り込まれた｡xviii  

 

 （4）多文化教育の傾向の移り変わり 

 

有色人種の人口と移民人口が増加し、“少数民族

の教育”への注目がより大きくなると共に、多文化

教育の人気は白熱した継続的な議論へとつながっ

た。ゲイxix のような一部の作家は、多文化教育の

領域を拡大させることに関する懸念を表明したが、

それは、多文化教育の当初の目的を拡散させ、今な

お社会に浸透している非妥協的な人種差別から生

徒と教師の関心をそらすかもしれないという理由

からだった。実際に、ある批評家は「人種と文化だ

けに集中しても正しく理解できなかったとして、こ

のような他の要素すべてに集中して、どのように私

たちは正しく理解できるのだろうか？」xx と修辞的

に問うている。  

1990 年代後半に現れた多文化教育における新た

な傾向は、白人のアイデンティティと先入観を検証

することを後押しするものであった。多文化教育は

アフリカ系アメリカ人とその他の非主流派集団が

経験していた教育上の不公平に応えるために始

まったので、教育者は当初、有色人種とこの国に新

しく来た子供たちのニーズと関心に対応すること

に焦点を当てていた。 

多くのワークショップや指導教育コースを行い、

研修所を運営した後で、多くの研究者は、多文化

教育を実施するうえでの主な障害のひとつは、陰

に陽に存在する白人の抵抗であることに気付き始

めた｡xxi 多くの白人教師は、自分たちの先入観と特

権を理解し批判することができず、現状を暗黙のう

ちに意識せず受け入れたことによって、多文化教育

の観点と目標を真に理解し包括的にとらえること

ができなかった。ペギー・マッキントッシュxxii を

はじめとする白人の研究者たちxxiii は、白人が労せ

ずして得た特権をどのように行使するのか、また白

人のやり方が一般的に優れているという先入観を

どのように発展させ維持するのかを検証した。 

もうひとつの傾向は、多文化教育を形成する多く

の異なる理論的枠組み、研究構想、そして多文化教

育のさまざまな理論的枠組みや構想および教育実

践を総合的に見直すような研究の発展である。

1995 年、ジェームス＆チェリー・バンクスは「多

文化教育に関する研究のハンドブック」を出版した。

このハンドブックには多文化教育における多くの

著名な学者が執筆した章が盛り込まれており、多文

化教育の歴史と変化する状況、さまざまな人種的民
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族的集団が受けた教育上の体験、学校と高等教育に

おける多文化的アプローチ、そして多文化教育に関

する国際的な観点に関連した多くのトピックにつ

いて優れた情報源となっている。このハンドブック

によって、多文化教育にある多くの課題、ニュアン

ス、異なる解釈とそれらの間にある関係が、初めて

同じ取り組みの中に登場し、互いとの関連において

見直すことができるようになったことを考えると、

その出版は極めて重要であった。また、アメリカ歴

史協会は 1997 年に『新アメリカ合衆国史・増補改

訂版』というアンソロジーを刊行した。これは高校

を中心として歴史教育の現場にいる教師のために、

アメリカの歴史に関する最新の研究動向を紹介す

るためにまとめられた論文集で、1990 年の初版か

らわずか 7 年で新版が出版されている｡xxiv  

 

 （5）多文化教育の定義とその現状 

 

通常、多文化教育の定義は、研究者が判断する非

多文化教育がもたらす社会悪のこと、あるいはその

ような社会悪の存続を許している現代の既に当然

とされている多文化教育に欠けている要素に関す

る理解を妨げる。多文化教育の概念はすべて二つの

特徴を共有している。（1）みなすべて二つの特徴

を共有している共通の懸念事項から生まれている。

（2）みな文化的多元主義と民族の多様性を教育課程

の絶対不可欠な要素にするという願望を共有して

いる。 

多文化主義者は多様性を明白に重視し、多文化教

育を達成するうえで採用する特定の内容、仕組み、

そして実践は周囲の環境によって異なることに同

意している。よって、多文化教育を実施するために

普遍的な仕組みを押しつけるよりは、自分たちの特

定のニーズに合わせるために、上述した概略の枠内

で多文化教育の独自の定義を作成するほうが教育

者にとって役に立つのである。 

多文化教育とは、民族的な問題ことを包括し差別

のないカリキュラムを扱いながら、クラスの環境の

中で多くの視点から学習し、それらに触れることを

意味している。多文化教育においてさまざまな見解

が取り入れられることによって、生徒の知識基盤が

拡大するだけではなく、独自の経験によって作られ

た見解の域から出て、他の集団の文化的アイデン

ティティや経験を重視し尊重するように生徒を奨

励することにもなる。そこで同時に生徒は自分自身

のことだけではなく、自分が全体としての集団やコ

ミュニティにどのように融合していくかについて

考えるよう導かれるはずである。つまり多文化教育

は、授業で学習したことを実際の生活の状況と関連

させ、応用していくためのツールを生徒に提供する

のである。 

 

おわりに 

 

平成 26 年に日本学術会議が発表した「教育にお

ける多文化共生」の中でアメリカ合衆国における多

文化主義について触れられている。そこでは、アメ

リカの教育現場において多文化主義の必要性が最

も強く訴えられたのは、教育の現場であると述べて

いる。その中で移民やマイノリティの子どもたちに

対する教育改善策として“No Child Left Behind 

Act”(NCLB）2001 年法（2002 年成立）を紹介し

ているが、これらはアメリカの学校における文化的

多様性と具体化されつつあるカリキュラム価格の

現状とどのような関連性が見られているのであろ

うか。他の集団の文化的アイデンティティや経験を

尊重するような人格的成長を促すとともに、根本的

な教育の平等の機会という命題にも目を向けなけ

ればならない現状であり、多文化教育が果たす役割

は益々重要になってきている。  
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